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Abstract 

We examined the transfer of radiocesium (RCs) in soybeans plant (Glycine max (L.) Merr.) in field examinations in 

Fukushima Prefecture. (1) We found "potassium [K] fixed soils", in which the content of exchangeable K does not increase 

even when K fertilizer is applied, but transfer of RCs can still be reduced by applying K fertilizer every year. (2) Stripping 

topsoil significantly reduced the RCs concentration in soil, but did not necessarily reduce the transfer of RCs from soil to 

soybean. (3) In some cases the variance of RCs concentrations in soil was still large even after decontaminations. Remnant 

original soil with high RCs concentrations creates a risk of producing soybeans with high RCs concentrations. Even after 

decontamination, the application of K effectively suppressed the transfer of RCs, so sufficient application of K fertilizer is 

essential. (4) Removing the aboveground parts of soybean plants from the field at harvest and not supplying additional K 

for the next crop poses a risk that the transfer of RCs might increase. 
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１ 緒  言 

2011年3月に発生した東北地方太平洋沖地震の津

波によって引き起こされた東京電力福島第一原子力

発電所事故（原発事故）を受け、福島県では県産農

林水産物に対する緊急時環境放射線モニタリングが

実施されてきた。環境中への放出量が多く、物理的

半減期の長さから体内摂取による健康影響が懸念さ

れた放射性セシウム（Cs : 134Cs+137Cs）に対し、当

初適用された野菜類や穀類等に対する暫定規制値

（食品衛生法）は500Bq kg-1であったが、2012年４

月から一般食品の新基準値である100Bq kg-1に移行

した。ただし、米、牛肉、大豆等については市場（流

通）に混乱が起きないように経過措置期間が設けら

れ、米は2012年 10月、大豆は2013年１月からの適

用となった 10)。 

ダイズ (Glycine max (L.) Merr.) は他の作物よ

り放射性 Cs を吸収しやすいとされ 22)、植物体内で

子実中に蓄積する割合が他作物より大きいことが一

因と考えられている 13)。検査方法が異なるため単純

な比較はできないが、2012年度に福島県で行われた

検査で 100Bq kg-1を超える濃度の放射性 Cs が検出

された割合は、ダイズ（0.71％：847 検体のうち６

検体）の方がイネ（0.00068％：10,346,169検体のう

ち71検体）より大きかった 3) 4)。 

植物体への放射性 Cs の移行は土壌中の交換性カ

リ含量を高めることで抑制されるとの知見があり

17) 21)、ダイズにおいてもその有効性が確認された 19)。

農林水産省では 2013 年３月に、土壌中の交換性カ

リ含量が 25mg K2O 100g-1になるよう土壌改良した

上で地域の施肥基準に応じた施肥を行うことを基本

とし、過去にダイズの放射性 Cs 濃度が高かった地

域など、放射性 Cs 濃度の高いダイズが生産される

可能性がある地域では、土壌中の交換性カリ含量50 

mg K2O 100g-1程度を目標としてカリ肥料を施用する

ことを対策としてとりまとめた 14)。これに従って福

島県内全域で放射性 Cs 移行低減対策が進められた

結果、基準値超過のダイズは 2015 年以降確認され

ていない 3）。 

また、2012年１月に全面施行された「放射性物質

汚染対処措置法」に基づく基本方針により、政府は

除染特別地域（旧警戒区域と計画的避難区域）と汚

染状況重点調査地域（年間の追加被ばく線量が１mSv 

h-1 を超えるところで市町村の要請に基づいて国が

認定）に区分し、前者では国直轄除染事業による除

染、後者では市町村の事業による除染が行われた 8)。

これらの地域では表土剥ぎや客土等による農地除染

が行われ、実証栽培を経てダイズの作付けが再開さ

れつつある。 

我々は、2013～2017年に福島県内の現地ほ場で実

施した試験により、ダイズへの放射性 Cs 移行につ

いて以下の知見を得たので報告する。 

(１)交換性カリ含量が高まらない土壌におけるダイ

ズへの放射性Csの移行性 

(２)農地除染（表土剥ぎ）によるダイズへの放射性

Csの移行低減効果 

(３)農地除染後のほ場で栽培したダイズへの放射性

Cs移行の年次推移 

(４)カリ無増施によりダイズへの放射性 Cs の移行

が高まった試験事例 

 

２ 試験方法 

(１)交換性カリ含量が高まらない土壌における 

ダイズへの放射性Csの移行性（2013～2016年） 

2013～2014年は、2012年産ダイズで100Bq kg-1を

超える濃度の放射性 Cs が検出された中通り中部の

ほ場（ほ場Ａ, グライ低地土）において試験を実施

した。2013 年の作付前の土壌中の放射性 Cs 濃度は

2,770Bq kg-1、交換性カリ含量は10.6mg K2O 100g-1

であった。 

2013年の試験区は、「カリ無施用区」、基肥施用

前の土壌中の交換性カリ含量が 50mg K2O 100g-1に

なるように硫酸カリを施す「カリ 50mg 区」、75mg 

K2O 100g-1となるように硫酸カリを施す「カリ75mg

区」の３区（３反復）とした。カリ施用量は「カリ

50mg区」が5.9kg a-1, 「カリ75mg区」が9.1kg  

a-1であった。カリを十分に施用したにも関わらず土

壌中の交換性カリ含量が高まらず、明瞭な放射性Cs

の移行低減効果が確認できなかったため、2014年は

「カリ無施用区」と「カリ50mg区」は継続し、前年

の「カリ75mg区」は、ダイズ５葉期に土壌中の交換
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性カリ含量が 50mg K2O 100g-1となるように塩化カ

リを施す「カリ追肥50mg区」に変更した。施用区の

カリ施用量は5.1～6.1kg a-1であった。「カリ追肥

50mg区」を設置したのは、ダイズでは開花期以降に

急激に放射性 Cs 集積量が増加する 14)ことから、こ

の時期のカリ施用がより効果的ではないかと考えた

ためである。硫酸カリに代えて塩化カリを使用した

のは、塩化カリがダイズの生育に支障がないことが

確認され 7)、県内現地で放射性Cs移行低減対策資材

として使用できるようになったためである。両年と

も、全ての区に基肥としてN : P2O5 : K2O = 0.2 : 

0.8 : 0.8kg a-1を播種前日までに施用し、開花期に

追肥としてN=0.6kg a-1を全面施用した。2013年６

月５日及び2014年６月３日に、ダイズ（品種：タチ

ナガハ）を条間 80cm、株間 20cm で２粒播きした。

５葉期（2013年７月18日及び2014年７月14日）、

開花期（2013年８月15日及び2014年８月12日）、

最大繁茂期（2013 年９月 11 日及び 2014 年９月 10

日）、成熟期後（2013年 11月13日及び2014年 10

月30日）に各区内の５か所から０-15cm深の土壌を

採取した。また、成熟期後に各区6.4㎡分の子実を

採取した。 

生産者の都合により 2014 年でほ場Ａでのダイズ

栽培が終了となったため、2015～2016年は、ほ場Ａ

と同様に、交換性カリ含量が高まりにくい土壌であ

る中通り中部のほ場（ほ場Ｂ, グライ低地土）で同

様の試験を実施した。2015年のダイズ作付前の「カ

リ無施用区」の土壌中の放射性Cs濃度は650Bq  

kg-1、交換性カリ含量は7.1mg K2O 100g-1であった。

ほ場Ｂでは 2013～2014 年の２年間、「カリ無施用

区」、「カリ50mg区」および「カリ75mg区」の３

区（３反復）を設けてソバの栽培試験が実施された。

2015年のダイズ栽培試験では、ソバの試験区のうち、

「カリ無施用区」と「カリ50mg区」は継続し、「カ

リ 75mg 区」は５葉期に土壌中の交換性カリ含量が

50mg 100g-1 K2Oとなるように塩化カリを施す「カリ

追肥 50mg 区」に変更した。また、ソバ未作付部に

「カリ50mg新規作付区」を設けた。施用区のカリ施

用量は5.9～6.5kg a-1であった。2016年は「カリ無

施用区」と「カリ50mg区」のみ継続し、施用区のカ

リ施用量は5.2～6.4kg a-1であった。基肥と追肥は、

ほ場Ａと同様に施用した。ダイズ（品種：タチナガ

ハ）を2015年６月３日、2016年６月２日に条間70cm、

株間 20cm で２粒播きした。生育期間中の土壌採取

は2015年のみ実施し、播種後（６月８日）、５葉期

（７月16日）、開花期（８月３日）、最大繁茂期（９

月８日）、成熟期（10 月 27 日）に各区内の５か所

から０-15cm 深の土壌を採取し、土壌中の交換性カ

リ含量の推移を解析した。また、成熟期（2015年 10

月27日及び2016年 10月 25日）に各区5.6㎡分の

子実を採取した。 

土壌は風乾後、２mmの篩を通して石や作物残渣を

除いた。篩後の土壌試料は「簡易法・バッチ法」で

抽出し 12)、原子吸光分光光度計（アジレント・テク

ノロジー株式会社製 AA280FS）により交換性カリ含

量を計測した。子実は脱穀後に障害粒を手選別で除

去し、水洗、乾燥させた後、ゲルマニウム半導体検

出器（Canberra社製、型式GC3020–7500SL–2002CsL）

を用いたガンマ線スペクトロメトリーにより放射性

Cs濃度を計測した。 

 

(２)農地除染（表土剥ぎ）によるダイズへの放射 

性Csの移行低減効果（2014～2015年） 

本試験は浜通りのほ場（ほ場Ｃ, 除染前は褐色低

地土）で実施した。本ほ場では、2014年度末に農地

除染が行われた。通常、農地除染は表土剥ぎ、客土、

土壌改良資材施用、耕起が一連の工程として行われ

るが、本ほ場では土壌改良資材を施用せずに耕起の

み実施された。農地除染前の 2014 年の作付け前の

土壌中の放射性Cs濃度は3,490Bq kg-1、交換性カリ

含量は30mg K2O 100g-1であった。前年に放射性Cs

濃度の基準値を超過するダイズが生産されたほ場で

あったため、2014 年の試験区は「カリ無施用区」、

「カリ50mg区」及び「カリ75mg区」の３区（３反

復）とした。農地除染後の2015年は、「カリ無施用

区」及び「カリ50mg区」の２区のみ継続した。全て

の区に基肥としてN : P2O5 : K2O = 0.2 : 0.8 : 0.8  

kg a-1を播種前日までに施用し、開花期に追肥とし

てN=0.6kg a-1を全面施用した。ダイズ（品種：タチ

ナガハ）を2014年６月５日及び2015年６月５日に
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条間 70cm、株間 20cm で２粒播きした。また、2014

年７月７日及び2015年７月14日に中耕、2014年７

月22日及び2015年７月27日に培土を行った。2014

年８月末にニホンザルの食害によってダイズが全滅

したため、開花期（両年とも８月５日）に採取した

ダイズ地上部及び株直下の土壌を用いて年次比較を

行った。ダイズ地上部は乾燥後に粉砕し、ゲルマニ

ウム半導体検出器を用いた放射性 Cs 濃度の計測に

供した。土壌はゲルマニウム半導体検出器による放

射性 Cs 濃度の計測に供するとともに、交換性カリ

含量の計測にも供した。 

 

(３)農地除染後のほ場で栽培したダイズへの放

射性Cs移行の年次推移（2015～2017年） 

本試験は浜通りのほ場（ほ場Ｄ, 除染前は褐色低

地土）で実施した。当該地域は2011年４月に警戒区

域に設定されたのち、2012年４月に居住制限区域に

再編され、2016年７月に居住制限区域が解除された。

本ほ場は2015年当初までに農地除染が行われたが、

土壌改良資材を施用せずに耕起のみ実施された。

2015年の作付け前の土壌中の放射性Cs濃度は2,230 

Bq kg-1、交換性カリ含量は23mg K2O 100g-1であっ

た。 

2015～2017年の３年間、「カリ無施用区」、「カ

リ50mg区」及び「カリ75mg区」の３区（３反復）

を設けた。全ての区に基肥としてN : P2O5 : K2O = 

0.2 : 0.8 : 0.8kg a-1を播種前日までに施用し、開

花期に追肥として N=0.6kg a-1 を全面施用した。ダ

イズ（品種：タチナガハ）を2015年６月５日、2016

年７月１日及び 2017 年６月５日に条間 70cm、株間

20cmで２粒播きした。2015年のみ７月14日に中耕

を実施し、開花前（2015年７月30日、2016年７月

28日及び2017年７月29日）に培土を行った。３年

間とも著しい虫害により十分な子実が採取できなか

ったため、開花期（2015年８月６日、2016年８月15

日及び2017年７月29日）に採取したダイズ地上部

及び株直下の土壌を用いて年次比較を行った。 

ダイズ地上部は乾燥後に粉砕し、ゲルマニウム半

導体検出器を用いた放射性 Cs 濃度計測に供した。

土壌はゲルマニウム半導体検出器による放射性 Cs

濃度の計測に供するとともに、交換性カリ含量の計

測にも供した。また、成熟期に各区の０-15cm 深か

ら土壌を採取し、137Cs 濃度と交換性 137Cs 濃度を計

測し、年次比較を行った。交換性 137Cs濃度は、乾土

の10倍量の１M酢酸アンモニウム溶液（pH 7.0）を

加え、１時間振とう抽出した 9) 20）。抽出液中の放射

性 Cs 濃度はゲルマニウム半導体検出器により分析

した。 

２作目の2016年に放射性Cs移行の低下傾向が見

られたため、事前に採取した土壌を用いて土壌混和

の影響を確認するための室内試験を実施した。2016

年５月にほ場周縁部から未耕起状態の土壌を採取し、

土色の違いにより放射性 Cs 濃度の高い元土と放射

性 Cs 濃度の低い客土を大別した。元土と客土の混

合割合を１:０、１:１（混和なし）、１:１（混和あ

り）の３処理（３反復）とし、プラスチックカップ

に各 300g 充填し、培養室内で気温 20～25℃、飽和

水分条件で静置した。土壌の混和処理は培養０日目

と28日目に実施した。培養56日目に各土壌を風乾

し、調整後にゲルマニウム半導体検出器により土壌

中の 137Cs濃度と交換性 137Cs濃度を測定した。 

 

(４)カリ無増施によりダイズへの放射性Csの移 

行が高まった試験事例（2016～2017年） 

本試験を実施した中通り北部のほ場（ほ場Ｅ, グ

ライ低地土）は、原発事故後、2015年に初めて作付

けした自家用米で比較的高濃度の放射性 Cs が検出

された。営農再開に向け、放射性Csの移行リスクが

水稲より高いと考えられるダイズでカリ施用による

放射性 Cs の移行低減試験を実施し、リスク評価を

行うこととなった。2016年の作付け前の土壌中の放

射性Cs濃度は3,060Bq kg-1、土壌中の交換性カリ含

量は 18.3mg K2O 100g-1であった。２年間を通して

「カリ無増施区」、「カリ 25mg 区」及び「カリ 50 

mg区」の３区（３反復）を設けた。全ての区に基肥

としてN : P2O5 : K2O = 0.2 : 0.8 : 0.8kg a-1を

播種前日までに施用し、開花前（2016 年７月 29 日

及び 2017 年７月 31 日）に追肥として硫安で N=0.6 

kg a-1を全面施用した。ダイズ（品種：タチナガハ）

を2016年６月９日及び2017年６月１日に条間75cm、
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株間20cmで２粒播きした。成熟期後（2016年 10月

27 日及び2017 年 10 月 31日）に各区6.0㎡分の子

実及び株直下の土壌を採取し、子実は調製後にゲル

マニウム半導体検出器により放射性 Cs 濃度計測に

供した。土壌はゲルマニウム半導体検出器による放

射性 Cs 濃度の計測に供するとともに、交換性カリ

含量の計測にも供した。 

 

３ 試験結果及び考察 

(１)交換性カリ含量が高まらない土壌におけるダイ

ズへの放射性Csの移行性 

ほ場Ａ及びＢの土壌中の交換性カリ含量の時期別

推移を図１及び図２に示した。両ほ場ともカリ施用

量が多いほど最大繁茂期までの交換性カリ含量は高

く推移（図１、図２）し、ほ場Ｂではカリ施肥直後、

すなわち「カリ 50mg 区」では播種後、「カリ追肥

50mg区」では最大繁茂期に、一時的に交換性カリ含

量が高まった（図２）。一方で、各区の土壌中の交

換性カリ含量は生育期間を通じて想定よりも著しく

低く、放射性 Cs 移行低減対策として推奨されてい

る 14)25mg K2O 100g-1 には達しなかった（図１、図

２）。鉱物組成を解析した結果、両ほ場の土壌は 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ ほ場Ａにおける土壌中の交換性カリ含量の

時期別推移 

※n=3, エラーバーは標準偏差 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ ほ場Ｂにおける土壌中の交換性カリ含量の

時期別推移 

※n=3, エラーバーは標準偏差 

 

粘土鉱物の１グループであるバーミキュライトを多

く含み、投与されたカリを非交換性の状態で保持し、

交換性カリの増加を妨げる作用のある「カリ固定土

壌」であることが判明した 5) 11)。バーミキュライト

の前駆体である黒雲母に富む花崗岩質土壌は福島県

東部に広く分布しており、阿武隈高地とその周辺に

「カリ固定土壌」が分布している可能性が示唆され

ている 11)。 

図３にほ場Ａの子実の放射性 Cs 濃度、図４にほ

場Ｂの子実への TF を示した。TF は農作物に対する

土壌中の放射性核種の移行程度（吸収のしやすさ）

を表す指標であり、TF＝植物体の放射性核種濃度(Bq 

kg-1) / 土壌中の放射性核種濃度(Bq kg-1  dry 

weight)で示される。ほ場Ａでは各区土壌の放射性Cs

濃度を計測しなかったため TF が算出できず、子実

中の放射性Cs濃度を示した（図３）。ほ場Ａでは、

初年目は処理間で有意差が見られず、カリ施用によ

る放射性 Cs の移行低減効果は明瞭ではなかった。

一方、２作目では「カリ無施用区」に比べて「カリ

50mg 区」の放射性 Cs 濃度が大きく低下し、両者に

有意な差が認められた（図３）。ほ場Ｂでは、ソバ

の栽培試験を含めた３作目、４作目に相当する両年

とも「カリ無施用区」と「カリ50mg区」の間に有意

な差が認められた（図４）。ほ場Ｂにおいて2015年

に新規作付けしたダイズの「カリ 50mg（新規作付）

区」のTFが「カリ無施用区」と同等であった（図４）

ことから、ほ場ＡおよびＢにおいて、カリ肥料の連

年施用によって放射性Csの移行低減が図られたこ 
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図３ ほ場Ａにおけるダイズ子実中の放射性Cs濃

度 

※1 子実は15％水分率換算。 

※2 n=3, 同一英文字を付した平均値間には Tukey の多重

比較検定（p<0.05）による有意差がない。 

※3 2013年の試験区は「カリ無施用区」、「カリ50 mg区」、

「カリ75 mg区」の3 区を設けた。2014 年は「カリ無施

用区」と「カリ50 mg区」は継続し、前年の「カリ75 mg

区」は、ダイズ5 葉期に土壌中の交換性カリ含量が50 mg 

K2O 100g-1 となるようにカリを施す「カリ追肥50 mg区」

に変更した。 

 

とは明らかである。そして、バーミキュライト層間

に固定された非交換性カリについても作物は利用で

きることが報告されている 12)。カリ連用によって放

射性Cs濃度やTFが低下したのは、層間に保持され

たカリウムがダイズに利用されたため 11)と考えら

れる。 

以上のことから、カリ肥料を施用しても土壌中の

交換性カリ含量が高くならない「カリ固定土壌」で

もカリ肥料を連年施用することで放射性 Cs のダイ

ズへの移行低減を図ることができることが示された。

ほ場Ａに2014年、ほ場Ｂに2015年に設置した「カ

リ追肥 50mg 区」においても高い移行低減が確認さ

れた（図３、図４）が、本試験では前作の「カリ75 

mg区」を組み替えており、カリ連用の影響の可能性

が否定できない。「カリ固定土壌」におけるカリ追 

肥の効果については、引き続き検討したい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ ほ場Ｂにおけるダイズ子実のTF  

※1 子実は15％水分率換算, 1,2作目はソバ。 

※2 n=3, 同一英文字を付した平均値間には Tukey の多重

比較検定（p<0.05）による有意差がない。 

※3 2015年の試験区は「カリ無施用区」、「カリ50 mg区」、

「カリ75 mg区」、「カリ50 mg新規作付区」の4区を

設けた。2016 年は「カリ無施用区」と「カリ50 mg区」

のみ継続した。 

 

 

(２)農地除染（表土剥ぎ）によるダイズへの放射性

Csの移行低減効果 

ほ場Ｃにおける農地除染前後の土壌とダイズ開花

期茎葉中の放射性Cs濃度の変化を図５に示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ ほ場Ｃにおける農地除染前後の土壌と開花期

茎葉の放射性Cs濃度の変化 

 

農地除染に伴う表土剥ぎにより、土壌中の放射性

Cs 濃度の平均値は 73％、開花期茎葉中の放射性 Cs
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濃度の平均値は 70％低下した。2014 年は子実の採

取ができなかったが、ダイズ子実中の放射性 Cs 濃

度は開花期の茎葉中の放射性 Cs 濃度と高い相関が

ある 6)ため、高濃度の放射性Csを含むダイズが生産

されるリスクは農地除染により大きく低下したこと

が推察された。 

土壌中の交換性カリ含量と開花期の茎葉部の TF

との関係を図６に示した。両年ともカリ増施による

ダイズ植物体への放射性 Cs の移行低減効果が認め

られるが、土壌中の交換性カリ含量と開花期の茎葉

部の TF との関係性は除染前後で大きく変化しなか

った。水稲においても玄米の TF は除染の有無によ

る明確な違いが見られない 2)ことが報告されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ ほ場Ｃにおける農地除染前後の開花期茎葉

のTFと土壌中の交換性カリ含量の関係 

※1 茎葉部は乾物重換算 

※2 近似曲線は土壌中の交換性カリ含量と茎葉部の TF を

対数変換して直線近似したもの。*は 5％水準で有意であ

ることを示す 

 

以上のことから、農地除染に伴う表土剥ぎにより

土壌中の放射性 Cs 濃度は大きく低下するが、TF は

必ずしも低下しないことが示された。 

 

(３)農地除染後のほ場で栽培したダイズへの放

射性Cs移行の年次推移 

ほ場Ｄにおける開花期の茎葉部の TF と土壌中の

交換性カリ含量との関係の年次推移を図７に示した。

ややばらつきがあるものの、土壌中の交換性カリ含

量が高まるほど放射性Csの茎葉部のTFが低下した。

同じ交換性カリ含量で比較すると、TFは１作目に比

べ２作目と３作目で低下したが、２作目での低下が

大きかった。土壌中の放射性Cs（137Cs）濃度と交換

性放射性Cs（137Cs）濃度の年次推移を図８に示した。

各区の土壌中の放射性 Cs 濃度には大きなばらつき

があり、農地除染に伴う土壌剥ぎ取り時に、放射性

Cs 濃度の高い元土の一部が残留したものと思われ

た。土壌中の放射性 Cs 濃度の平均値は３年間で大

きく変化していないが、作物に吸収されやすい形態

である交換性放射性 Cs 濃度の平均値は、１作目に

比べ２作目と３作目に低下し、２作目での低下が顕

著であった。これらのことから、２作目以降のTFの

低下（図７）は、土壌中の交換性放射性Cs濃度の低

下（図８）が一因と考えられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ ほ場Ｄにおける開花期茎葉部のTFと土壌中

の交換性カリ含量の年次推移 

※1 茎葉部は乾物重換算 

※2 近似曲線は土壌中の交換性カリ含量と茎葉部のTFと 

を対数変換して直線近似したもの。**は1％水準、*は5% 

水準で有意であることを示す 

 

 

 

ほ場Ｄの元土と客土の混和試験の結果を図９に示

した。調製後の土壌は放射性Cs濃度が異なるため、

放射性Cs（137Cs）濃度に対する交換性放射性Cs（137Cs）

濃度の比（割合）で解析した。元土と客土を混和し

た土壌中の交換性 137Csの割合は、元土のみ及び元土

と客土と混和しなかったものと比較して有意に低 
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図８ ほ場Ｄにおける土壌中の放射性Cs濃度と交換性放射性Cs濃度の年次推移 

※ 土壌は成熟期に採取した 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図９ ほ場Ｄの元土と客土の混和程度の違いが土

壌中の交換性 137Csに及ぼす影響 

※同一英文字を付した平均値間にはTukeyの多重比較検 

定（p<0.05）による有意差がない 

 

く、土壌中の交換性放射性Csは混和により有意に

減少することが示された。土壌に沈着した放射性

Cs は時間とともに土壌中の粘土鉱物へ吸着・固定

され、TFは沈着後の年数経過に伴って減少するこ

とが知られており 18)、エイジング効果（Aging 

effect）と呼ばれる。耕起（土壌混和）は、土壌と

の接触機会を増やすことで、粘土鉱物への放射性

Cs の吸着・固定を促進し、土壌中の交換性放射性

Cs濃度を低下させたと考えられた。一方、３作目 

 

に TF（図７）や土壌中の交換性放射性 Cs が低下し

なかったことから、土壌混和の効果は初作のみであ

る可能性もあるため引き続き調査が必要である。 

福島県内では、除染後のほ場内の土壌の放射性Cs

濃度のばらつきが大きい事例が散見されており、放

射性 Cs 濃度の高い元土が残留していれば高濃度の

放射性 Cs が含まれるダイズが生産されるリスクが

ある。除染後ほ場においても、カリ施用は放射性Cs

の移行を効果的に抑制する（図７）ので、十分なカ

リ増施が不可欠である。 

 

(４)カリ無増施によりダイズへの放射性の Cs 移

行が高まった試験事例の解析 

２年間の試験結果として、土壌中の交換性カリ含

量を高めることでダイズ子実の放射性 Cs 濃度が大

きく低下することは確認できたが、「カリ無増施区」

の３区において２年目（2017年）に土壌中の交換性

カリ含量が低下し、ダイズ子実の放射性 Cs 濃度及

びTFが上昇する現象が見られた（図10）。 

作業実態を検証したところ、本ほ場はコンバイン

等による収穫作業が難しい山間傾斜地にあり、収穫

はハーベスタで行い、地上部全てをほ場から搬出し

ていた。コンバイン作業であれば収穫残さとしてほ

場に還元される茎葉や莢のカリウム成分をほ場外に
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持ち出したことが、土壌中の交換性カリ含量の低下

要因と考えられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10 ほ場Ｅにおける子実の TF と土壌中の交換

性カリ含量の年次推移 

※1 子実は水分率15％換算。 

※2 近似曲線はと土壌中の交換性カリ含量と子実の TF を

対数変換して直線近似したもの。**は1％水準で有意で

あることを示す。矢印はカリ無施用区における年次変化

を示す。 

 

本ほ場のダイズ栽培におけるカリウムの収支試算

を表１に示した。ただし、土壌からの溶脱等は考慮

していない。当該ほ場の生産物のカリウム濃度は計

測しなかったため、尾和（1996）による報告値 15)を

用いた。表１から、収穫時に子実しか持ち出さない

のであれば、カリウムの搬出量は投入量を下回るこ

とが分かる。例えば 300kg 10a-1の子実収量があっ

てもカリウム投入量を上回ることはない。しかし、

残さの茎葉を併せてほ場外に持ち出すとカリウムの

収支がマイナスになる可能性がある。 

福島県内で水稲やダイズなどの放射性 Cs 移行低

減対策として実施されてきたカリ肥料の増施は、基

準値超過が出なくなって久しいことなどから原発事

故に伴う営農再開地域を含む市町村を除いて見直し

が進められてきた。しかし、水稲では稲わらを継続

して持ち出し、カリ肥料の増施を行わないと土壌中

の交換性カリ含量が低下し、玄米の放射性 Cs 濃度

が増加するリスクがあることが指摘されている 22)。 

本試験から、ダイズでも収穫時にハーベスタや手 

収穫により地上部の残さをほ場から持ち出し、次年 

度にカリ肥料の増施を行わない場合は、ダイズ子実 

への放射性Cs移行が高まるリスクがあると考えら 

れる。 

 

表１ ほ場Ｅのダイズ栽培におけるカリウムの収支

試算 

 

 

 

 

 

 

 

本試験から、ダイズでも収穫時にハーベスターや

手収穫により地上部の残さをほ場から持ち出し、次 

 

４ 摘  要 

 福島県内で実施した現地試験により、土壌中の放

射性 Cs のダイズへの移行について以下の知見を得

た。 

(１)カリ肥料を施用しても土壌中の交換性カリ含

量が高くならない「カリ固定土壌」でもカリ肥料

を連年施用することで放射性Csのダイズへの移

行低減を図ることができる。 

(２)農地除染に伴う表土剥ぎにより、土壌及びダイ

ズ植物体の放射性Cs濃度は大きく低下するが、

土壌からダイズへのTFは必ずしも低下しない。 

(３)農地除染後のほ場で土壌中の放射性Csのばら

つきが大きい事例があり、放射性Cs濃度の高い

元土が残留していれば高濃度の放射性Csが含ま

れるダイズが生産されるリスクがある。除染後ほ

場でもカリ施用は放射性Csの移行を効果的に抑

制するので、十分なカリ増施が不可欠である。 

(４)収穫時にダイズ残さ（茎葉）をほ場から持ち

出し、次年度にカリ増施を行わない場合は、放

射性Csの移行が高まるリスクがある。 

 

カリウム施肥量 ① 
※1

8.00 g m
-2

子実

重量（乾物重）
※2

195.0 g m
-2

カリウム濃度 ※3 2.06 g 100g-1

カリウム含量 ② 4.02 g m
-2

収穫時残さ（茎葉＋莢）

重量（乾物重）
※2

390.7 g m
-2

カリウム濃度 
※3 1.28 g 100g

-1

カリウム含量 ③ 5.00 g m-2

子実のみ持ち出す場合①-② 3.98 g m
-2

子実と残さを持ち出す場合①-(②+③) △ 1.02 g m
-2

※1　施肥量は「福島県施肥基準《平成31年3月改定》」による

※2　植物体の重量は2012年の測定値

※3　カリウム濃度は尾見「わが国農作物の養分収支(1996)」による
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